


経営理念

　公共性と経済性を両立させたうえで、県民の日常生活
や経済活動に欠くことのできない広域的なサービスを将
来にわたり提供することで、県民のくらしの安全・安心の
確保や地域経済の発展に貢献します。

表紙写真　右
左

企業庁
マスコットキャラクター
「みずたまくん」

「高野浄水場全景」
「水沢浄水場全景」
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64%

36%

県内工業用水の使用量に

企業庁の水が占める割合

（令和元年実績）

企業庁

その他

257,932

千㎥
(年間給水量)

１ 企業庁の役割

三重県企業庁（以下、「企業庁」という。）は三重県が経営する地方公営企業です。地

方公営企業とは、地域住民の福祉の増進を目的として県や市町村などが直接経営する企業

のことをいい、経済性を発揮した公的サービスを行う役割を担っています。

２ 企業庁が行っている事業

企業庁は、現在、次の３つの事業を行っています。

（１）水道用水供給事業

県内２９市町のうち、１８市町に水道用水を供給していま

す。

三重県内の需要の約３０％にあたる量の水道用水を供給し

ており、市町では、企業庁からの水と自己水源からの水を合

わせるなどして、一般家庭に水道水を給水しています。

（２）工業用水道事業

県内の９２社１０５工場に工業用水を供給しています。

工業用水は産業の血液とも呼ばれ、冷却・温調用水、製品

処理・洗浄用水、ボイラー用水、原料用水などとして利用さ

れており、地域経済にとって欠くことのできないものとなっ

ています。また、地下水汲み上げによる地盤沈下を防止する

役割も担っており、環境の保全に役立っています。

（３）電気事業

ＲＤＦ焼却・発電による電気を電気事業者などに供給して

いましたが、令和元年９月１７日をもってＲＤＦ焼却・発電

を終了しました。

現在、周辺環境や安全対策に十分配慮し、ＲＤＦ焼却・発

電施設の撤去を進めており、撤去完了後に電気事業を廃止す

る予定です。

企業庁（地方公営企業）の特徴

企業庁の代表者である企業庁長（管理者）は、知事により任命されますが知事の一般的な指揮監督は受

けず、企業庁の業務の執行に関して三重県を代表し、独自の権限により経営を行っています。

また、企業庁の事業に必要となる経費は、原則として料金収入など経営に伴う収入を充てるという独立

採算制により賄われています。

～ 企業庁 ホームページ ～
最新情報を掲載しているほか、水質検査結果などの日常管理情報や財務状況

の提供等を行っています。また、各事業所の情報提供も行っています。

http://www.pref.mie.lg.jp/D1KIGYO/

※RDF
(Refuse Derived Fuel. ごみ固形燃料)
ごみを固めた暖房や発電の燃料。
ごみを選別、粉砕した後に乾燥させ圧力
を加えて固めたもの。

30%

70%

県内水道の給水量に
企業庁の水が占める割合

（令和２年度実績）

企業庁

各市町水源

252,747

千㎥
（年間給水量）
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　１年間で約７，６００万㎥、１日あたりに

換算すると平均して約２１万㎥の水道用水を

供給しています。

　令和３年度の年間供給量は、前年度と比べ

わずかに減少しました。

　令和３年度は、収益約９４億３，０００万

円に対し、費用約９０億３，０００万円を要

したことから、純利益は約３億９，０００万

円となりました。

水道用水供給事業の概要

北中勢水道
用水供給事業

木曽川総合用水
(岩屋ダム)

播磨 80,300
四日市市、桑名市、鈴鹿市、
木曽岬町、朝日町、川越町

171.9
三重用水 水沢 51,000 四日市市、鈴鹿市、菰野町

長良川(長良川河口堰) 播磨 18,000
四日市市、桑名市、鈴鹿市、
亀山市、木曽岬町、菰野町、
朝日町、川越町

雲出川 (君ヶ野ダム) 高野 81,416 津市、松阪市
142.4

長良川(長良川河口堰) 大里 58,800 津市、松阪市

南勢志摩水道
用水供給事業

櫛田川(蓮ダム) 多気 139,850
伊勢市、松阪市、鳥羽市、
志摩市、多気町、明和町、
大台町、玉城町、度会町

124.8

合 計 5ヶ所 429,366 18市町 439.1

事 業 名 水 源 浄水場
給水能力
(㎥/日)

給水対象市町
管路延長

(km)

○施設の概要

○経営状況○営業実績

企業庁の施設は、１日あたり約４２．９万㎥の水道用水を供給できる能力を備えており、

県内１８市町に供給しています。
令和４年４月１日現在

３　事業の内容
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工業用水道事業の概要

　企業庁の施設は、１日あたり約９１．２万㎥の工業用水を供給できる能力を備えており、
県内９２社の１０５工場に供給しています。

○施設の概要

○営業実績 ○経営状況

令和４年４月１日現在

※給水区域は現在給水している区域

※中伊勢、松阪の各事業は浄水場なし

※給水工場数の合計は各事業別の数を積み上げたもの

事 業 名 水 源 浄水場
給水能力
(㎥/日)

契約水量
(㎥/日)

給水区域 給水工場数
管路延長

(km)

北伊勢
工業用水道事業

長良川

沢地

250,000

754,990

桑名市
四日市市
鈴鹿市
津市

朝日町
川越町

70社81工場 301.8

三重用水 10,000

員弁川 伊坂 180,000

木曽川総合
用水
(岩屋ダム)

山村 400,000

中伊勢
工業用水道事業

雲出川
（君ヶ野ダム）

- 33,000 14,970 津市 15社17工場 41.8

松阪
工業用水道事業

櫛田川 - 38,500 38,500 松阪市 7社7工場 15.4

合 計 3ヶ所 911,500 808,460 92社105工場 359.0

　１年間で、約１億５,９００万㎥、１日あ

たりに換算すると、平均して約４４万㎥の工

業用水を供給しています。

近年、工場の新増設に伴う水需要の伸びが

ある一方で、工場撤退に伴う工業用水の使用廃

止に伴い、水需要は横ばい傾向にあります。 

　令和３年度は、収益約５７億８，０００万

円に対し、費用約５３億９，０００万円を要

したことから、純利益は約３億９，０００万

円となりました。
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電気事業の概要

〇事業の経緯

工事前（令和３年３月） 工事の状況（令和４年３月）

撤去工事の様子

　三重県の電気事業は、昭和２７年に電気事業許可を受け、宮川総合開発事業の一環として始ま

り、オイルショック後の石油代替エネルギーの確保や地球温暖化防止への寄与など、その時代時代

において公営電気事業に求められた使命により、発電所を建設してきました。

　昭和２９年に長発電所を建設して以降、宮川第一、宮川第二、宮川第三、三瀬谷、青蓮寺、大和

谷、蓮、青田、比奈知の計１０箇所の水力発電所を建設し、地球温暖化防止のためのクリーンエネ

ルギーとして大きな役割を果たすとともに、産業振興をはじめ地域の発展に貢献してきました。

　また、平成１４年１２月からは、資源循環型社会の構築を図るとともに、未利用エネルギーの有

効活用を促進するためのモデル事業として、ＲＤＦ焼却・発電事業を行ってきました。

平成１８年３月に県議会から知事へ「三重県企業庁事業の民営化に向けた提言」があり、平成１９年

２月に知事から示された「企業庁のあり方に関する基本的方向について」において、水力発電事業

については民間譲渡が最初の選択肢と判断されました。このことを受けて、平成１９年１１月に策

定した「三重県企業庁長期経営ビジョン」において、水力発電事業の民間譲渡を重点的な取組の一

つに掲げ、水力発電事業の民間譲渡を推進しました。

　譲渡先については、水力発電やダム管理の技術、運営実績などを考慮し、中部電力株式会社との

交渉を進めた結果、平成２３年８月に譲渡に係る基本合意を締結し、平成２５年４月１日に青蓮寺

と比奈知の２発電所を、平成２６年４月１日に宮川第一、宮川第二及び蓮の３発電所を、平成２７

年４月１日に長、宮川第三、三瀬谷、大和谷及び青田の５発電所を譲渡し、すべての水力発電所の

譲渡が完了しました。

　これにより水力発電事業を廃止し、平成２７年度からはＲＤＦ焼却・発電事業を主体として事業

運営を行ってきました。

　ＲＤＦ焼却・発電事業の事業期間は、事業に参画する市町及び三重県で構成する三重県ＲＤＦ運

営協議会により、令和２年度末までとなっていましたが、平成３０年７月１９日に開催された同協

議会の総会で、製造団体は、令和元年９月を軸に三重ごみ固形燃料発電所へのＲＤＦの搬入を終了

し、新たなごみ処理体制に移行することなどが決議されました。この決議を受けて、三重ごみ固形

燃料発電所でのＲＤＦ焼却・発電は令和元年９月１７日に終了しました。

　現在、周辺環境や安全対策に十分配慮し、ＲＤＦ焼却・発電施設の撤去を進めており、撤去完了

後にＲＤＦ焼却・発電事業を終了し、電気事業を廃止する予定です。
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○水道用水

南勢志摩水道 津留取水口

水道用水・工業用水の供給のしくみ

北中勢水道 高野浄水場 北中勢水道 水沢浄水場

急
速
ろ

過
池

急
速
か
く
は
ん
池

［ 取水口 ］ ［ 浄水場 ］ ［ 沈澱池 ］

○工業用水

フ
ロ
ッ
ク
形
成
池

・ダムや河川に設けられた「取水口」から取水された水（原水）は、「沈砂池」で土砂など

を取り除いた後、浄水場の「着水井」へ導かれます。

・原水中の微粒子を取り除くため、「急速かくはん池」において「ポリ塩化アルミニウム

（ＰＡＣ)」などの薬品を注入し、「フロック形成池」において微粒子などの固まりである

フロックを形成させ、「沈澱池」と「急速ろ過池」でフロックを取り除きます。

・最後に、大腸菌などの消毒を行うため、「混和池」において「次亜塩素酸ナトリウム」を

注入します。

・こうしてきれいになった水は、「浄水池」へ貯められ、各市町の配水池（受水タンク）へ

供給された後、各市町により一般家庭へ水道水として給水されています。

・大腸菌などの滅菌を行う必要がないことから、次亜塩素酸ナトリウムを使用しないこと。

・微小フロックを取り除く必要がないことから、「急速ろ過池」を設置しないこと。

　また、工業用水は、企業庁が直接各企業へ配水しています。

　工業用水の供給のしくみは、基本的には水道用水と同じですが、水道用水ほどの水質が要求さ

れないことから、次のような点で違いがあります。
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各事業所の主な業務内容

○運転管理

浄水場の運転管理を２４時間体制で行い、安全運転

に努めています。

なお、運転管理は、段階的に民間委託を導入し、平

成２４年度からは全ての浄水場において民間委託して

います。

日常管理の充実や品質管理の徹底により、安全・安定な事業運営を行います。

○水質管理

安全・安心な水道水を供給するため、浄水処理工程

における水の色・濁り、消毒の残留効果などの水質検

査を毎日行っています。また、水源から浄水（送水）

に至る水の水質基準５１項目の検査及び有害物質など

の水質管理目標設定項目の検査を毎月行っています。

これらのほか、大雨で水源の水が濁ったり、水道水

でカビ臭等が発生した時や、受水市町から苦情や問い

合わせがあった時には、臨時で検査を行うことで、水

質の確保や苦情などの解決につなげています。

（令和３年度臨時検査数 ３４５回）

民間委託による運転管理

水質分析による安全確認

○ＩＳＯ９００１品質マネジメントシステムによる業務の実施

水の供給にあたっては、常に質の高いサービスを提

供するためにＩＳＯ９００１を活用しています。

施設の整備、運転、保守管理や水質管理など、品質

に影響する全ての業務を品質マネジメントシステムの

対象としており、マニュアルや記録の管理を徹底する

とともに、故障時などには適切な対処を行ったうえで、

再発防止や予防処置に取り組んでいます。

薬品注入設備の点検
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地震や渇水などにも備えて施設整備を行い、安定した供給を行います。

危機管理の充実や積極的な情報提供を通して、安心できる事業運営を行います。

○施設改良・修繕

浄水場や水管橋などの施設を適切に維持し更新してい

くことは、「安全」で「安心」できるサービスを提供するために

不可欠です。

将来発生が予想される大規模地震に備え、施設の耐震

化や老朽化対策としての更新などの施設改良及び修繕を、

計画的に推進していきます。

○施設見学

企業庁の役割や事業内容、水の大切さを知っていただ

くため、浄水場の施設見学を行っています。

施設見学では、飲料水ができるまでをわかりやすく説明

するため、水がきれいになる工程の模擬実験や、水質測定

の実演を行っています。

（※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和２年度

以降、現在も開催を見合わせています。）

浄水場の施設見学

○危機管理訓練

「安全」で「安心」できるサービスを提供するため、「三重

県企業庁危機管理推進計画」に基づき、危機管理体制の

充実・強化並びに危機対応能力及び危機管理意識の向

上を図ることを目的に、震災対応訓練や水質事故対応訓

練などの実践的な訓練を行っています。

夜間の漏水復旧作業

水道ボランティアによる給水訓練

耐震補強後の水管橋

○漏水復旧

道路等に埋設されている水道管は、土壌特性による腐

食や地中の迷走電流による電食等により漏水することがあ

ります。

漏水は、大切な水を無駄にするばかりでなく、道路陥没

などの二次災害を引き起こす原因にもなりかねません。

このため、ユーザーなどへの影響も考慮しながら、できる

限り迅速で的確な復旧作業を行います。
（令和３年度　水道用水供給事業の給水障害発生件数 ０件

　　　　　　工業用水道事業の給水障害発生件数 ０件）
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環境保全と地域貢献

企業庁は、環境に配慮した事業運営に取り組んでいます。また、地域に貢献する様々な活

動も行っています。

太陽光発電設備

沈澱池に太陽光パネルを備えた遮光

設備を設置し、藻類発生防止による水

質改善を図りながら太陽光発電を行う

ことで、環境負荷を低減しています。

令和３年度発電電力量実績
播磨浄水場 ２７７,１０５ｋＷｈ
高野浄水場 ３７,１２６ｋＷｈ
北勢水道事務所 ３４,４１３ｋＷｈ

浄水場や調整池を利用して、県内の

１４ヶ所に「震災時の応急給水拠点」を

整備し、被災直後でも一時的な給水がで

きる体制を整えています。

震災時の応急給水拠点

桑名市３ヶ所、四日市市２ヶ所、津市４ヶ所、
多気町３ヶ所、伊勢市２ヶ所

伊坂ダム、山村ダムの周辺施設を

地域住民の憩いの場として開放して

います。

週末には、ダム湖周辺の散策やサ

イクリングなど、大勢の人で賑わっ

ています。

伊坂・山村サイクリングコース

水道管内の水が持つ余剰エネルギー

を有効利用するため、小水力発電設備

を導入しています。

小水力発電設備

令和３年度発電電力量実績
播磨浄水場 ３６９,３９１ｋＷｈ
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災害時における活動

○東日本大震災での活動

（水道事業）

【活動期間】
平成２３年３月２７日～２８日（２日間）

（工業用水道事業）

【活動期間】
平成２３年３月２４日～２７日（４日間）

平成２３年４月１０日～１４日（５日間）

応急給水活動（宮城県）

企業庁では、大規模地震や台風などによる災害が発生したときに備え、災害時における応

援協定を結んでいます。平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災や平成２３年の台風

１２号による紀伊半島大水害時には速やかに現地に赴き、生活に必要な飲料水の応急給水、

被災施設の復旧支援等の活動を実施しました。

被災地に入る給水車（宮城県）

水道施設・管路の点検（宮城県）

　「日本水道協会中部地方支部災害

時相互応援に関する協定」に基づ

き、被災地の宮城県宮城郡松島町に

給水車（給水タンク搭載）を持ち込

み、応急給水活動を行いました。

　現地に入った職員は、地元消防団

に先導してもらい、松島町の浄水場

で給水車に水を補給し、各給水箇所

を回り応急給水活動を行いました。

　宮城県企業局から経済産業省を通

じて要請を受け、被災した工業用水

道施設の復旧支援活動を行いまし

た。

　漏水した配水管の復旧作業と並行

してマンホールの点検、空気弁の取

替え作業等を行い、配水管の復旧

後、管の充水作業、充水後の管路点

検を行いました。
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応急給水活動（熊野市）

浄水施設の被災状況（熊野市）

○紀伊半島大水害での活動

平成２３年の台風１２号による紀

伊半島大水害で甚大な被害を受けた

熊野市、紀宝町に対して、「三重県

水道災害広域応援協定」に基づく応

急給水活動を行いました。

熊野市には、職員延べ５４人、給

水車（給水タンク搭載）延べ２７台

が出動し、応急給水活動を行いまし

た。

【活動期間】

平成２３年９月５日～１６日（１２日間）

紀宝町には、職員延べ１６人、給

水車（給水タンク搭載）延べ８台が

出動し、応急給水活動を行うととも

に、浄水処理に関する技術支援を行

いました。

【活動期間】

給水活動

平成２３年９月６日～１３日（８日間）

浄水処理技術支援

平成２３年９月１３日～１６日（４日間）
給水車への補給作業（紀宝町）
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総括原価方式による料金単価設定の考え方

料金単価 ＝ 原価（営業費用＋資本費） ÷ 供給量

（３）料金の決定基準

一般会計繰入金の推移

（４）企業債の状況

（５）一般会計繰入金の状況

企業債残高の内訳

（１）財務の原則

地方公営企業の経営は、その受益者が特定されていることから、経営に伴う経費につい

ては料金などの収入をもって充てなければならないとする「受益者負担の原則」と「独立

採算制の原則」に基づいています。

（２）企業庁の決算規模

決算規模は、事業の管理・運営に伴う支出と

施設の建設・改良などに伴う支出の合計で、一

般会計の歳出総額に相当するものです。

※決算規模 ＝ 総費用（税込み）－減価償却費＋資本的支出

（総務省「地方公営企業年鑑」より）

４ 財務の状況

企業庁の財務の特徴

※ 数値は四捨五入のため合計に合わない場合があります。

※ Ｒ３までは実績、R４は当初予算額。
※ 数値は四捨五入のため合計に合わない場合があります。

企業債

元金 110
利息 11
元金 198
利息 15
元金 307
利息 26
計 333

合         計

水   　　 道

工業用水道

令和4年3月31日現在 （億円）

(億円）

R元 R2 R3 R4
水 　　　　道 8 12 7 4
工業用水道 3 3 3 3

計 11 16 10 7

107 119 108 

117 88 
79 

14 
5 13 

0

100

200

300

R1 R2 R3

企業庁の決算規模の推移
電気

工水

水道

億円

　地方公営企業の料金は、その健全な運営を確保する必要があることから、能率的な経

営の下における適正な原価に基づくものとされています。

　また、料金には地方公営企業が継続してサービスを提供していくために必要な建設改

良費などの資本費も原価として含まれており、こうした仕組みは総括原価方式と呼ばれ

ています。

　建設改良に要する資金に充てるため企業

債を発行していますが、企業債の償還は長

期にわたるため、新規の発行は計画的に行

う必要があります。

　令和３年度末の企業債残高(元金＋利息)

は、約３３３億円となっています。

　水道の水源開発に要する経費や広域化対

策に要する経費の一部などについて、国の

基準などに基づき、一般会計から繰入を行

っています。

　令和４年度は、一般会計から約７億円の

繰入を予定しています。
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貸借対照表の概要

貸借対照表は、各事業の令和３年
度末の資産と負債及び資本の状況を
示したもので、決算日時点における
財政状態を表しています。

資産は、施設などの固定資産と預
金などの流動資産で構成されます。
固定資産の主なものは管路や浄水場
などの有形固定資産、ダム使用権な
どの無形固定資産です。

負債は、企業債や引当金などの固
定負債、企業債（１年以内償還分）
や未払金などの流動負債、国庫補助
金などの繰延収益で構成されます。

資本は、資本金と剰余金で構成さ
れます。

損益計算書の概要

損益計算書は、水道、工業用水道
及び電気事業に係る令和３年度の収
益、費用及び損益の状況を示したも
ので、各事業の１年間の経営成績を
表しています。

収益の主なものは営業収益であり、
水の供給に伴う料金収入などです。
費用の主なものは営業費用であり、
施設の管理・運営に伴う経費や減価
償却費などです。

令和３年度の各事業の純利益
（△は純損失）は以下のとおりです。

水道事業 ： ４億円
工業用水道事業： ４億円
電気事業 ： △１３億円

損益計算書及び貸借対照表（令和３年度決算見込み）

① 水道事業会計

損益計算書 （億円､％） 貸借対照表 （億円､％）

科   目 R3 前年度比 科   目 R3 前年度比

営 業 収 益 81 99.8 固 定 資 産 1,182 98.1

営 業 費 用 83 100.3 流 動 資 産 129 108.9

営 業 損 益 △2 135.8 資 産 合 計 1,311 99.0

営 業 外 収 益 13 131.2 固 定 負 債 141 88.0

営 業 外 費 用 8 148.1 流 動 負 債 25 106.6

経 常 損 益 4 106.3 繰 延 収 益 220 99.3

当年度純 損益 4 106.3 負 債 合 計 387 95.2

前 年 度 繰 越 資 本 金 908 100.5

利益剰余 金等 剰 余 金 16 115.8

当年度未 処分 資 本 合 計 924 100.7

利 益 剰 余 金 負債・資本合計 1,311 99.0

② 工業用水道事業会計

損益計算書 （億円､％） 貸借対照表 （億円､％）

科   目 R3 前年度比 科   目 R3 前年度比

営 業 収 益 54 100.3 固 定 資 産 1,122 100.8

営 業 費 用 52 99.6 流 動 資 産 87 102.1

営 業 損 益 2 121.5 資 産 合 計 1,208 100.9

営 業 外 収 益 4 98.9 固 定 負 債 246 101.8

営 業 外 費 用 2 92.2 流 動 負 債 16 118.2

経 常 損 益 4 114.2 繰 延 収 益 166 98.1

当年度純 損益 4 114.2 負 債 合 計 428 100.9

前 年 度 繰 越 資 本 金 761 100.9

利益剰余 金等 剰 余 金 20 102.0

当年度未 処分 資 本 合 計 780 100.9

利 益 剰 余 金 負債・資本合計 1,208 100.9

③ 電気事業会計

損益計算書 （億円､％） 貸借対照表 （億円､％）

科   目 R3 前年度比 科   目 R3 前年度比

営 業 収 益 - 皆減 固 定 資 産 4 98.8

営 業 費 用 8 426.5 流 動 資 産 19 59.3

営 業 損 益 △8 426.5 資 産 合 計 22 63.4

営 業 外 収 益 0.0 85.7 固 定 負 債 2 126.7

営 業 外 費 用 0.7 2,859.3 流 動 負 債 0.1 26.6

経 常 損 益 △9 458.2 負 債 合 計 2 105.1

特 別 損 失 4 137.8 資 本 金 38 100.0

当年度純 損益 △13 263.6 剰 余 金 △18 363.6

前 年 度 繰 越 資 本 合 計 20 60.8

欠 損 金 負債・資本合計 22 63.4

当 年 度
未処理欠 損金

※億円未満四捨五入のため合計が合わない場合があります。

   一千万円未満の金額は「0.0」と表記しています。

△18 363.6

3 97.0

4 216.5

8 141.1

7 105.5

△5 －
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【資 料 編】
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〒514-8570
津市広明町13番地

（２）職員配置表 （令和４年４月１日）

(1) 組 織 図
① 本　　 庁

（令和４年４月１日現在）
１ 三重県企業庁組織

TEL 059-224-2822

FAX  059-224-3045

TEL 059-224-2829

FAX  059-224-3045

公 営 企 業
管    理   者

TEL 059-224-2833

FAX  059-224-3043

TEL 059-224-2835

FAX  059-224-3043

TEL 059-224-2824

FAX  059-224-3043

（ 桑 名 市 駐 在 ）

Ｒ Ｄ Ｆ 対 策 監

電 気 事 業 課

機 電 管 理 監

水 道 建 設 班

事 業 経 営 班

工 業 用 水 道 事 業 課

施 設 撤 去 班

機 電 管 理 班

事 業 経 営 班

企 業 庁 長

水 道 事 業 課

企 業 総 務 課 総 務 班

企 画 班

事 業 経 営 班

施 設 防 災 危 機 管 理 監

工 業 用 水 道 建 設 班

事 業 管 理 班

副 庁 長

次 長

資 産 管 理 班

予 算 管 理 班

経 理 班財 務 管 理 課

① 本 庁 ② 事業所
職 員 数 職 員 数

18 65

12 27

13 16

8 11

10 119

61

職 員 数

180合　　　計　　（①＋②）

小　　　　　　　計

水質管理情報センター

小　　　　　　計

工 業 用 水 道 事 業 課

電 気 事 業 課

区　　　　　　　分

企 業 総 務 課

区　　　　　分

区　　　　　分

北 勢 水 道 事 務 所

中 勢 水 道 事 務 所

南 勢 水 道 事 務 所

財 務 管 理 課

水 道 事 業 課

三
重
県
企
業
庁
組
織
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② 事業所

中 勢 水 道 事 務 所

浄 水 部

北 勢 水 道 事 務 所

経 営 管 理 課

経 営 課

配 水 課

浄 水 管 理 課

播 磨 浄 水 場

総 務 管 理 部

建 設 １ 課

水 沢 浄 水 場

工 水 保 全 課

水 質 担 当

機 電 課

施 設 整 備 部

南 勢 水 道 事 務 所

機 電 課

建 設 ２ 課

水 質 管 理 情 報 セ ン タ ー
水 質 管 理 課

配 水 運 営 部

配 水 課

水 道 保 全 課

機 電 課

大 里 浄 水 場

経 営 課

施 設 課

水 道 整 備 課

〒510-0075 

四日市市安島2丁目7-15

TEL 059-351-1561
FAX 059-351-1566

〒511-0862

桑名市大字播磨字焼尾1798
TEL 0594-23-2041

FAX 0594-23-2040

〒519-2181

多気郡多気町相可1710

TEL 0598-38-2497
FAX 0598-38-2946

〒514-0121

津市大里山室町1751
TEL 059-230-1842

FAX 059-230-1847

〒512-1105

四日市市水沢町字西野252-62

TEL 059-329-3236

FAX 059-329-3358

〒515-2504

津市一志町高野1996

TEL 059-295-0212

FAX 059-295-0213

〒515-2504

津市一志町高野1996

TEL 059-295-0200
FAX 059-295-0210
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２ 予算などの概要

（１）令和４年度当初予算

① 予算編成の基本的な考え方

企業庁では、「県民の日常生活や経済活動に欠くことのできない広域的なサービスを提供することで、

県民のくらしの安全・安心の確保や地域経済の発展に貢献する」という経営理念を掲げ、三重県企業庁

経営計画（以下「経営計画」という。）に基づき、事業運営を行っています。

令和４年度当初予算については、経営計画の取組を的確に進めていくことを基本におき、水道・工業

用水道事業では、将来、発生が予想される南海トラフ地震などの大規模地震に備え、より一層、耐震化

を進めるとともに、老朽化対策等を着実に実施します。

電気事業では、引き続き、関係市町等と連携し、ＲＤＦ焼却・発電事業の円滑な終了に向けて取り組

むとともに、ＲＤＦ焼却・発電施設の撤去等の取組を進めていきます。

（単位：千円）

年度
収益的収入

(A)
収益的支出

(B)
収益的収支差

(A)－(B)
純損益

（税抜き）
資本的収入

(C)
資本的支出

(D)
資本的収支差

(C)－(D)

3 10,167,750 9,936,551 231,199 4,298 2,223,079 6,513,469 △4,290,390

4 9,709,375 9,466,243 243,132 34,792 517,510 6,616,660 △6,099,150

増 減 △458,375 △470,308 11,933 30,494 △1,705,569 103,191 △1,808,760

前 年 度
対 比

95.5% 95.3% 105.2% 809.5% 23.3% 101.6% －

3 6,303,488 6,042,260 261,228 3,076 2,628,350 6,006,304 △3,377,954

4 6,330,274 6,057,200 273,074 7,643 2,386,911 6,359,835 △3,972,924

増 減 26,786 14,940 11,846 4,567 △241,439 353,531 △594,970

前 年 度
対 比

100.4% 100.2% 104.5% 248.5% 90.8% 105.9% －

3 1,196 1,430,679 △1,429,483 △1,351,800 － － －

4 9,092 1,426,395 △1,417,303 △1,303,932 － － －

増 減 7,896 △4,284 12,180 47,868 － － －

前 年 度
対 比

760.2% 99.7% － － － － －

3 16,472,434 17,409,490 △937,056 △1,344,426 4,851,429 12,519,773 △7,668,344

4 16,048,741 16,949,838 △901,097 △1,261,497 2,904,421 12,976,495 △10,072,074

増 減 △423,693 △459,652 35,959 82,929 △1,947,008 456,722 △2,403,730

前 年 度
対 比

97.4% 97.4% － － 59.9% 103.6% －

合

計

水

道

事

業

工
業
用
水
道
事
業

電

気

事

業

令和４年度当初予算の事業別内訳

予
算
な
ど
の
概
要
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② 主な重点事業

（ア）強靱な水道及び工業用水道の構築

予算額 9,765,353千円

  大規模地震などによる被災を最小限にとどめられるよう、施設の耐震化をより一層進めます。また、将

来にわたり水道用水及び工業用水を安定して供給できる状態を維持するため老朽化対策などに取り組み、

強靱な水道及び工業用水道の構築をめざします。

（イ）ＲＤＦ焼却・発電事業の円滑な終了に向けた取組

予算額 1,247,271千円

ＲＤＦ焼却・発電施設撤去に係る工事請負契約を令和２年度に締結し、令和４年度中の完了に向けて施

設の撤去工事を進めています。

引き続き、関係市町等と連携し、ＲＤＦ焼却・発電事業の円滑な終了に向けて取り組むとともに、施設

撤去については、安全対策、環境対策などに配慮して工事を進めます。
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（２）　費用（決算額）の構成

水道事業

決算額 決算額 決算額 決算額
（千円） （千円） （千円） （千円）

減価償却費 4,108,837 47.8% 99.6% 4,236,489 47.8% 103.1% 4,255,476 49.5% 100.4% 4,249,225 49.5% 99.9% 

支 払 利 息 472,300 5.5% 87.6% 409,074 4.6% 86.6% 351,129 4.1% 85.8% 296,862 3.5% 84.5% 

人   件   費 921,687 10.7% 95.3% 980,109 11.1% 106.3% 958,287 11.1% 97.8% 946,438 11.0% 98.8% 

負   担   金 620,923 7.2% 99.9% 648,226 7.3% 104.4% 686,935 8.0% 106.0% 623,135 7.3% 90.7% 

動   力   費 625,363 7.3% 107.7% 641,931 7.2% 102.6% 587,464 6.8% 91.5% 630,164 7.4% 107.3% 

委   託   料 561,240 6.5% 104.5% 593,514 6.7% 105.8% 575,798 6.7% 97.0% 601,006 7.0% 104.4% 

そ   の   他 1,283,202 15.0% 106.7% 1,358,337 15.3% 105.9% 1,191,273 13.8% 87.7% 1,222,659 14.3% 102.6% 

計 8,593,552 100.0% 100.2% 8,867,680 100.0% 103.2% 8,606,362 100.0% 97.1% 8,569,489 100.0% 99.6% 

（受　　　託） 14,361 - 皆増 20,621 - 143.6% 156,289 - 757.9% 462,369 - 295.8% 

決  算  額 8,607,913 100.4% 8,888,301 103.3% 8,762,651 98.6% 9,031,858 103.1% 

※　消費税および地方消費税除く。

工業用水道事業

決算額 決算額 決算額 決算額
（千円） （千円） （千円） （千円）

減価償却費 2,305,708 43.3% 98.2% 2,314,838 42.7% 100.4% 2,467,045 45.5% 106.6% 2,653,959 49.3% 107.6% 

支 払 利 息 231,390 4.3% 95.6% 215,418 4.0% 93.1% 192,523 3.5% 89.4% 179,847 3.3% 93.4% 

人   件   費 554,143 10.4% 95.2% 575,063 10.6% 103.8% 595,210 11.0% 103.5% 626,895 11.6% 105.3% 

負   担   金 712,463 13.4% 92.0% 1,026,796 18.9% 144.1% 1,113,143 20.5% 108.4% 901,619 16.7% 81.0% 

動   力   費 292,526 5.5% 108.2% 315,550 5.8% 107.9% 284,744 5.3% 90.2% 321,208 6.0% 112.8% 

委   託   料 380,364 7.2% 113.6% 399,501 7.4% 105.0% 395,508 7.3% 99.0% 417,642 7.8% 105.6% 

そ   の   他 845,495 15.9% 135.7% 572,360 10.6% 67.7% 374,095 6.9% 65.4% 287,345 5.3% 76.8% 

計 5,322,089 100.0% 102.9% 5,419,526 100.0% 101.8% 5,422,268 100.0% 100.1% 5,388,515 100.0% 99.4% 

（受　　　託） 13,271 - 108.3% 1,099 - 8.3% 4,234 - 385.3% 1,747 - 41.3% 

決   算   額 5,335,360 102.9% 5,420,625 101.6% 5,426,502 100.1% 5,390,262 99.3% 

※　消費税および地方消費税除く。

電気事業

決算額 決算額 決算額 決算額
（千円） （千円） （千円） （千円）

人   件   費 208,949 9.9% 112.7% 221,525 15.9% 106.0% 161,336 32.6% 72.8% 156,575 12.0% 97.0% 

固定資産除却費 0 - 皆減 0 - - 1,173 0.2% 皆増 658,916 50.6% 56,173.6% 

負   担   金 11,431 0.6% 84.9% 13,675 1.0% 119.6% 13,996 2.8% 102.3% 5,630 0.4% 40.2% 

委   託   料 641,604 30.5% 99.1% 386,657 27.8% 60.3% 11,806 2.4% 3.1% 953 0.1% 8.1% 

減価償却費 121,413 5.8% 94.5% 50,975 3.7% 42.0% 0 - 皆減 0 - -

特 別 損 失 71,396 3.4% 皆増 244,490 17.6% 342.4% 300,000 60.5% 122.7% 413,421 31.7% 137.8% 

そ   の   他 1,047,660 49.8% 100.9% 471,910 34.0% 45.0% 7,299 1.5% 1.5% 67,685 5.2% 927.3% 

決   算   額 2,102,453 100.0% 103.5% 1,389,232 100.0% 66.1% 495,610 100.0% 35.7% 1,303,180 100.0% 262.9% 

※　消費税および地方消費税除く。

令和３年度（見込）

構成比 前年度比

令和３年度（見込）

構成比 前年度比

令和３年度（見込）

構成比 前年度比

平成30年度

構成比 前年度比

平成30年度

構成比 前年度比

平成30年度

構成比 前年度比

令和２年度

構成比 前年度比

令和２年度

構成比 前年度比

令和２年度

構成比 前年度比

区 分

区 分

区 分

令和元年度

構成比 前年度比

令和元年度

構成比 前年度比

令和元年度

構成比 前年度比
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減価償却費

49.6%

支払利息

3.5%

人件費

11.0%

負担金

7.3%

動力費
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その他
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200
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800
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水道事業

減価償却費 支払利息 人件費

負担金 動力費 委託料

4,200

4,000

減価償却費

49.3%

支払利息

3.3%

人件費

11.6%

負担金

16.7%

動力費
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50.6%

負担金

0.4%
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その他

5.2%
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H30年度 R元年度 R２年度
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減価償却費 支払利息 人件費

負担金 動力費 委託料

2,500

0
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800

1,000
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百万円

電気事業

人件費 固定資産除却費 特別損失

減価償却費

49.5%

R3 年度（見込）

R3 年度（見込）
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３ 水道用水供給事業の概要

（１）事業概要

≪営業関係≫

三重県の水道用水供給事業は、昭和４０年代前半からの県内産業の発展、都市化の進行など

により水需要が増加する中で、個々の市町では水源開発が困難なことなどから、県で広域的に

用水供給事業を実施するよう関係市町から要請を受け、事業を開始しました。

現在、北中勢水道用水供給事業及び南勢志摩水道用水供給事業の２事業で営業を行い、給水

能力は５浄水場で日量 ４２９，３６６ ㎥となっており、県内の１８市町に水道用水を供給し

ています。令和２年度の供給実績は、県全体の水道水需要量の約３０％に相当しています。

また、施設の合理的・効率的運用を行うため、平成１３年４月から大里浄水場の運転監視を

中勢水道事務所から遠隔制御で行っています。さらに、平成１６年４月から播磨浄水場及び水

沢浄水場の運転監視を北勢水道事務所から遠隔制御で行っています。

（令和４年４月１日現在）

水 源
＜浄水場＞

計　　画
目標年度

給水対象市町及び基本水量 (㎥／日)
給水能力
(㎥／日)

給水開始
年月日

工 期
事 業 費

(千円)

木曽川
用水系

木曽川
総合用水
(岩屋ダム)
＜播磨＞

昭和60年度

四日市市  36,200    朝日町     1,200
桑名市    24,300　　川越町　   5,800
鈴鹿市    10,000
木曽岬町   2,800
                      計      80,300

80,300

(一部給水：
昭和52.3.28)
全部給水：
昭和54.4.1

昭和46
～53年度

12,214,986

三 重
用水系

三重用水
＜水沢＞

平成12年度

四日市市  41,800
鈴鹿市　   6,600
菰野町　   2,600
　　　　　　　　　　　計　　  51,000

51,000

(一部給水：
平成3.4.1)
全部給水：
平成8.4.1

昭和63
～平成7年度

11,555,000

長良川
水 系

長良川
(長良川河口堰)
＜播磨＞

令和7年度

四日市市　 2,200    菰野町　　　 700
桑名市　　 1,100　　朝日町   1,000
鈴鹿市　　 2,200    川越町   1,400
亀山市     7,400
木曽岬町 2,000
                      計 　　 18,000

18,000

(一部給水：
平成13.4.1

平成21.7.1）
全部給水：
平成23.4.1

平成10
～令和6年度

執行済事業費
16,900,641
（全体計画）

（20,894,895）

雲出川
水 系

雲出川
(君ヶ野ダム)
＜高野＞

昭和60年度

津　市    76,916
松阪市　　 4,500

                　　  計　　  81,416

81,416

創設：
昭和46.6.4
一次拡張：
昭和56.4.1

昭和43
～55年度

6,657,215

長良川
水 系

長良川
(長良川河口堰)
＜大里＞

令和7年度

津　市    50,500
松阪市　　 8,300

                　　  計　　  58,800

58,800
全部給水：
平成10.4.1

平成5
～令和6年度

執行済事業費
40,856,962
(全体計画)

(68,442,605)

櫛田川
(蓮ダム)
＜多気＞

令和2年度

伊勢市    37,300    明和町　   2,800
松阪市    61,000    大台町　　 1,700
鳥羽市    20,000　　玉城町　　   500
志摩市　　10,000   度会町　　   500
多気町　   6,050
　　　　　　　　　　　計　   139,850

139,850

(一部給水：
昭和62.5.1)
全部給水：
平成27.4.1

昭和50
～平成7年度

(拡張)
平成23

～26年度

72,884,098

18市町 429,366

※計画目標年度は、事業認可計画時において施設能力に見合う需要が発生すると見込んだ年度です。

事 業 名

北
中
勢
水
道
用
水
供
給
事
業

合　　計

南勢志摩水道
用水供給事業

北

勢

系

中

勢

系

水
道
用
水
供
給
事
業
の
概
要
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≪建設関係≫

北中勢水道用水供給事業（長良川水系）は、水源を長良川（長良川河口堰）に求め、中勢地域２

市を対象に計画給水量８３，５８４㎥/日、北勢地域８市町を対象に計画給水量４７，６００㎥/日

の合計１３１，１８４㎥/日を供給するため、平成５年度から建設事業に着手し、平成１０年度か

ら中勢系の給水を開始し、平成１３年度からは、北勢系の一部給水を開始しています。

水需要の伸び悩みから平成２０年３月に事業計画の見直しを行い、中勢系５８，８００㎥/日、

北勢系１８，０００㎥/日の合計７６，８００㎥/日に規模を縮小し、必要な施設整備に取り組んで

います。

大里浄水場の凝集沈澱池などについては、平成３０年度から令和３年度にかけて施設整備を実

施し、令和３年１０月に供用を開始しています。また、取水・導水施設については、令和７年度の

供用開始に向けて整備を進めています。

（２）水質

水道水の水質に関する検査項目は、水道法に基づく「水質基準項目（５１項目）」及び「水質管

理目標設定項目(２７項目)」があります。三重県企業庁が供給している水道水は、水質基準を十分

満足しており、良好な水質を保っています。

南勢水道事務所

播磨浄水場 水沢浄水場 高野浄水場 大里浄水場 多気浄水場

マンガン mg/l 0.01以下 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満

アルミニウム mg/l 　　0.1以下 0.03 0.04 0.02 0.04 0.06

残留塩素 mg/l 1以下 0.8 0.5 0.7 0.7 0.7

ジェオスミン mg/l 0.00001以下 0.000003 0.000001未満 0.000002 0.000002 0.000001未満

2-メチルイソボルネオール mg/l 0.00001以下 0.000001未満 0.000001未満 0.000001未満 0.000001未満 0.000003

臭気強度（ＴＯＮ） 3以下 １未満 １未満 １未満 １未満 １未満

遊離炭酸 mg/l 20以下 1.0 1.2 2.4 1.9 1.1

有機物等（過マンガン酸
カリウム消費量）

mg/l 3以下 2.0 1.2 1.6 2.3 0.8

カルシウム､マグネシウム等
（硬度）

mg/l 10以上～100以下 23 39 34 25 34

蒸発残留物 mg/l 30以上～200以下 59 57 71 61 51

濁り 濁度 度 1以下 0.1未満 0.1未満 0.1未満 0.1未満 0.1未満

※１ より質の高い水をお届けするために定められた目標値です。（水質基準を補完する項目。平成１５年１０月厚生労働省健康局長通知）

※２ 水道法に基づく水質基準値です。

　色・臭い・味覚等に関する項目（令和３年度　浄水場出口・年平均）

目標値(※1)
北勢水道事務所 中勢水道事務所

味覚

臭い

色

項　　　目 単位

※2

※2
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（３）営業実績などの概況

① 使用水量などの推移

区   分 単位 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

使用水量 ㎥/年 14,516,227 14,201,282 15,100,173 13,949,480 13,671,265

給水実績 ㎥/年 14,516,227 14,201,282 15,100,173 13,949,480 13,671,265

給水能力 ㎥/日 80,300 80,300 80,300 80,300 80,300

最大使用水量 ㎥/日 49,203 49,369 51,335 49,645 45,866

平均使用水量 ㎥/日 39,880 38,908 40,922 38,323 37,456

料金収入 千円/年 1,240,653 1,228,370 1,266,612 1,221,127 1,209,890

使用水量 ㎥/年 12,340,896 12,164,334 12,436,033 12,221,114 12,336,718

給水実績 ㎥/年 12,340,896 12,157,492 12,436,033 12,221,114 12,336,718

給水能力 ㎥/日 51,000 51,000 51,000 51,000 51,000

最大使用水量 ㎥/日 37,150 36,133 36,732 37,484 38,651

平均使用水量 ㎥/日 33,904 33,327 33,702 33,574 33,799

料金収入 千円/年 1,527,815 1,520,929 1,531,525 1,523,143 1,572,652

使用水量 ㎥/年 3,310,652 3,340,854 3,433,017 3,369,915 3,371,821

給水実績 ㎥/年 3,054,304 3,082,543 2,979,626 2,875,503 2,849,743

給水能力 ㎥/日 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000

最大使用水量 ㎥/日 10,060 10,033 10,077 10,103 9,563

平均使用水量 ㎥/日 9,095 9,153 9,304 9,258 9,238

料金収入 千円/年 642,787 643,965 650,214 633,395 632,767

使用水量 ㎥/年 12,153,521 11,895,782 12,949,610 14,313,998 13,236,161

給水実績 ㎥/年 12,153,521 11,895,782 12,949,610 14,313,998 13,236,161

給水能力 ㎥/日 81,416 81,416 81,416 81,416 81,416

最大使用水量 ㎥/日 51,924 47,184 50,125 54,149 47,708

平均使用水量 ㎥/日 33,389 32,591 35,094 39,324 36,263

料金収入 千円/年 1,431,439 1,421,388 1,462,487 1,496,682 1,454,123

使用水量 ㎥/年 10,701,600 10,731,000 10,848,600 10,701,600 11,786,455

給水実績 ㎥/年 10,701,600 10,731,000 10,848,600 10,701,600 11,786,455

給水能力 ㎥/日 58,800 58,800 58,800 58,800 58,800

最大使用水量 ㎥/日 33,717 34,556 34,851 34,444 37,726

平均使用水量 ㎥/日 29,400 29,400 29,400 29,400 32,292

料金収入 千円/年 1,108,850 1,109,997 1,114,583 1,095,116 1,137,048

使用水量 ㎥/年 21,524,445 21,380,059 21,780,580 21,332,362 21,394,553

給水実績 ㎥/年 21,455,033 21,310,694 21,685,326 20,857,503 20,900,213

給水能力 ㎥/日 139,850 139,850 139,850 139,850 139,850

最大使用水量 ㎥/日 72,165 71,089 71,698 68,786 64,690

平均使用水量 ㎥/日 59,133 58,576 59,026 58,605 58,615

料金収入 千円/年 2,148,449 2,142,818 2,158,519 2,140,958 2,143,384

使用水量 ㎥/年 74,547,341 73,713,311 76,548,013 75,888,469 75,796,973

給水実績 ㎥/年 74,221,581 73,378,793 75,999,368 74,919,198 74,780,555

給水能力 ㎥/日 429,366 429,366 429,366 429,366 429,366

最大使用水量 ㎥/日 - - - - -

平均使用水量 ㎥/日 204,800 201,954 207,448 208,485 207,663

料金収入 千円/年 8,099,994 8,067,467 8,183,940 8,110,422 8,104,863

※１　料金収入は消費税および地方消費税抜き、使用水量は料金収入（使用料金）の算定水量。（有収水量）

※２　数値は四捨五入のため合計が合わない場合があります。

長良川
水　系

南勢志摩水道
用水供給事業

合　　　　　計

事業名

北
中
勢
水
道
用
水
供
給
事
業

北

勢

系

木曽川
用水系

三　重
用水系

長良川
水　系

中

勢

系

雲出川
水　系
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(単位：円）

昭和
51～
52
年
度

昭和
53～
54
年
度

昭和
55～
59
年
度

昭和
60～
平成
元
年
度

平成
2
年
度

平成
3～6
年
度

平成
7～8
年
度

平成
9
年
度

平成
10～
11
年
度

平成
12
年
度

平成
13～
14
年
度

平成
15～
16
年
度

平成
17～20
年度

平成
21
年度

平成
22
年度

平成
23～26
年度

平成27
～

令和元
年度

令和
2～6
年度

基本料金 800 890 990 1,070 1,030 1,030 1,020 1,020 1,020 1,020 1,020 1,020 680 680 670 670 700 700

使用料金 40 40 42 36 36 36 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39

超過料金 190 190 190 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180

基本料金 － － － － － 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 2,930 2,930 1,710 1,710

使用料金 － － － － － 75 75 75 75 75 75 75 65 65 39 39 39 39

超過料金 － － － － － 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180

基本料金 － － － － － － － － － － 1,400 1,400 1,400
(3,130)

1,400
(3,130)

1,400
(2,750)

2,560
(2,490)

2,300
(2,430)

2,230

使用料金 － － － － － － － － － － 39 39 39 39 39 39 39 39

超過料金 － － － － － － － － － － 180 180 180 180 180 180 180 180

基本料金 390 390 390 410 400 400
(800)

380
(800)

380
380 380 380 380 470 470 1,000 1,000 980 960

使用料金 30 30 33 36 36 36 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39

超過料金 138 138 138 138 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180

基本料金 － － － － － － － － 2,060 2,060 2,060 2,060 2,030 2,030 1,000 1,000 980 960

使用料金 － － － － － － － － 60 60 60 60 39 39 39 39 39 39

超過料金 － － － － － － － － 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180

基本料金 － － － 1,800 1,770 1,770 1,460 1,460 1,460 1,320 1,320 1,320 1,290 1,290 1,070 1,070 780 780

使用料金 － － － 60 60 60 60 60 60 60 60 60 39 39 39 39 39 39

超過料金 － － － 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180

基本料金 780 780 780 1,040 1,270 1,270 1,520 1,850 1,850 1,740 1,740 1,320 1,290 1,290 1,070 － － －

使用料金 40 40 44 36 36 36 39 39 39 39 39 60 39 39 39 － － －

超過料金 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 180 － － －

基本料金 － － － － － － － － － － － － － 1,600 － － － －

使用料金 － － － － － － － － － － － － － 65 － － － －

超過料金 － － － － － － － － － － － － － 180 － － － －

南
勢
志
摩
水
道

志

摩

系

基本料金：基本水量1㎥あたり月額。　使用料金：使用水量1㎥あたり。　超過料金：超過水量1㎥あたり。

※２ 中勢系雲出川水系の（　　）内は拡張（暫定）分に係る水道料金。
※１ 北勢系長良川水系の（　　）内は亀山市の区域に係る水道料金。

※４ 伊賀水道については、平成22年4月に伊賀市へ譲渡。
※３ 南勢志摩水道（志摩系）については、平成23年4月に志摩市へ譲渡。

伊
賀
水
道

南

勢

系

事業別

中

勢

系

雲
出
川
水
系

長
良
川
水
系

北

勢

系

木
曽
川
用
水
系

三
重
用
水
系

長
良
川
水
系

北

中

勢

水

道

② 水道料金の推移
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鈴鹿市

亀山市

菰野町
朝日町

桑名市

木曽岬町東員町

いなべ市

四日市市

弥富揚水機場

中里ダム

木曽川大堰

揖斐川

長良川

木曽川

員弁川

朝明川

海蔵川

三滝川

鈴鹿川

木曽岬町

桑名市

朝日町

四日市市

鈴鹿市

菰野町

亀山市

北中勢水道用水供給事業（北勢系）概要図

川越町

Ｐ

Ｐ

Ｐ

Ｐ

調

調Ｐ

調
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４　工業用水道事業の概要

（１）事業概要

※１ 給水能力の （ ） 内は全体計画量を、事業費の （ ） 内は水源負担額 （外数）を示す。

※２ 給水区域は現在給水している区域を示す。

※３ 中伊勢工業用水道事業、松阪工業用水道事業は浄水場なし。

※４ 給水工場数の合計は各事業別の数を積み上げたもの。

 （営業関係） （令和４年４月１日現在）

給水能力

(ｍ
3
/日)

契約給水量

(ｍ
3
/日)

給水開始
年 月 日

工　 期
事　業 費

(千円)

(1,000,000) 昭和31年 (14,270,826)
840,000 4月1日 63,147,035  

雲 出 川 (50,000) 昭和46年 (429,110) 
(君ヶ野ﾀﾞﾑ) 33,000  5月1日 5,200,000

(38,500) 昭和38年
38,500  10月15日

(1,088,500) (14,699,936)
911,500 69,255,243  

808,460 

38,500 908,208

 昭和28年～

 昭和44年～

 昭和
36～62年度

754,990 

14,970

事　 業　 名 給水区域 給水工場数
水　 源

＜浄水場＞

長 良 川
三 重 用 水
＜ 沢 地 ＞

員 弁 川
＜ 伊 坂 ＞

木曽川総合
用 水
( 岩 屋 ﾀ ﾞ ﾑ )
＜ 山 村 ＞

北伊勢工業用水道事業

櫛 田 川

津 市

70社81工場

15社17工場

7社 7工場

92社105工場

松 阪 市

桑 名 市

四日市市

鈴 鹿 市

津 市

朝 日 町

川 越 町

合　 　計

松 阪 工 業 用 水 道 事 業

中伊勢工業用水道事業

三重県の工業用水道事業は、北伊勢臨海部の石油化学を中心とする工業の発展に伴う水需要増大へ

の対応や、地盤沈下に対する地下水代替用水確保の必要性から、昭和３１年に四日市工業用水道の給

水を開始して以来、北伊勢工業用水道第１期から第４期事業へと拡張を重ねてきました。この間、他

の地域でも事業を進め、昭和３８年には松阪工業用水道、昭和４６年には中伊勢工業用水道、昭和６

１年には多度工業用水道で給水を開始しました。なお、多度工業用水道事業は平成２８年４月１日に

事業を廃止しました。

現在、県域全体では最大給水能力９１１，５００㎥/日を有し、県内の９２社１０５工場に工業用

水を給水することで、産業の発展、県土の保全に寄与しています。

また、将来の水需要に備えて三重用水、長良川河口堰に水源を確保しています。

工
業
用
水
道
事
業
の
概
要
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（確保水源）                         
（令和４年４月１日現在）

（２）料金

（３）水質          

水質実績表（令和３年度平均）

三 重 用 水 4,800

515,000

（仮称）

計 ― ― 519,800 ― ― ―

水源施設は完了

（水資源機構管理)

水　　　源計画給水区域

（三重用水）

昭和39年度

～

平成４年度

（長良川河口堰）

昭和43年度

～

平成６年度

四 日 市 市

鈴 鹿 市

北 勢 地 域
長 良 川
( 長 良 川 河 口 堰 )

長 良 川 河 口 堰 関 連

工 業 用 水 道 事 業
（長良川河口堰）

約266.3億円

事　　　業　　　名 備　　　　　考事 業 費工　　　期
計画給水量

(ｍ
3
/日)

（三重用水）

約30.1億円
鈴鹿工 業用 水道 事業

水源施設は完了

（水資源機構管理)

（単位：円／㎥）

基本料金 使用料金 超過料金

北 伊 勢 工 業 用 水 道 事 業 14.5 4.0 37.0

中 伊 勢 工 業 用 水 道 事 業 27.4 2.0 58.8

松 阪 工 業 用 水 道 事 業 14.9 1.1 32.0

事　　業　　名

料金単価表

沢地
浄水場

伊坂
浄水場

山村
浄水場

水温 － － 16.1 14.9 16.3 16.4 15.9

濁度 10度以下 20度以下 1.3 2.1 2.5 0.1未満 0.1未満

ｐＨ 6.5以上8.0以下　 同左 7.4 7.3 7.2 7.0 7.1

酸消費量(アルカリ度) 75mg／ｌ以下　 同左 30.0 25.4 19.7 35.6 34.0

全硬度 120mg／ｌ以下　 同左 33 29 23 39 38

全蒸発残留物 250mg／ｌ以下　 同左 70 75 66 78 64

塩化物イオン 20mg／ｌ以下　 80mg／ｌ以下　 5.2 4.3 3.9 5.6 4.1

鉄 0.3mg／ｌ以下　 同左 0.08 0.10 0.08 0.03未満 0.03未満

マンガン 0.2mg／ｌ以下　 同左 0.015 0.016 0.008 0.029 0.005未満

 ※　工業用水道の水質は、法令上の基準が無く、三重県では独自に供給の目安となる水質標準値を定めています。

検査項目
三重県企業庁の

水質標準値

北伊勢工業用水道
中伊勢

工業用水道
松阪

工業用水道
工業用水道の
供給標準値

本県では、基本料金と使用料金からなる二部料金制を採用しています。

「基本料金」は、基本使用水量（契約水量）に基本料金単価（円／㎥）を乗じて得た金額であり、

「使用料金」は、使用水量（基本使用水量から休止水量を減じて得た水量）に使用料金単価（円／㎥）

を乗じて得た金額です。また、使用水量を超えて受水した場合には、超過料金をいただいています。

なお、季節的に使用量が少ない時期などには、休止水量を申し出ていただくことにより、その分の使

用料金を減額しています。
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（４）営業実績などの概況

① 給水実績などの推移

基 本 水 量 （ｍ
3
／年） 266,019,960 270,406,700 275,316,520 275,553,050 275,571,350 

使 用 水 量 （ｍ
3
／年） 189,887,422 193,558,361 197,662,900 196,068,402 195,760,798 

給 水 実 績 （ｍ
3
／年） 146,191,569 151,510,266 148,481,916 143,355,283 146,425,818 

給 水 能 力 （ｍ
3
／日） 840,000 840,000 840,000 840,000 840,000 

最 大 給 水 量 （ｍ
3
／日） 455,630 485,295 466,411 453,626 464,185 

平 均 給 水 量 （ｍ
3
／日） 400,525 415,097 405,688 392,754 401,167 

料 金 収 入 （千円／年） 4,638,828 4,720,901 4,796,951 4,792,567 4,801,988 

基 本 水 量 （ｍ
3
／年） 5,278,490 5,153,550 5,259,420 5,245,050 5,409,450 

使 用 水 量 （ｍ
3
／年） 5,000,638 4,919,201 4,983,330 4,955,271 5,095,590 

給 水 実 績 （ｍ
3
／年） 3,757,476 3,776,074 3,769,329 3,560,661 3,738,212 

給 水 能 力 （ｍ
3
／日） 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000 

最 大 給 水 量 （ｍ
3
／日） 12,109 12,262 12,692 11,844 11,908 

平 均 給 水 量 （ｍ
3
／日） 10,294 10,345 10,299 9,755 10,242 

料 金 収 入 （千円／年） 125,628 158,458 159,176 158,318 162,343 

基 本 水 量 （ｍ
3
／年） 14,052,500 14,052,500 14,091,000 14,052,500 14,052,500 

使 用 水 量 （ｍ
3
／年） 14,170,348 14,157,551 14,219,312 14,181,915 14,162,962 

給 水 実 績 （ｍ
3
／年） 11,074,892 11,219,795 10,855,969 9,530,471 8,908,105 

給 水 能 力 （ｍ
3
／日） 38,500 38,500 38,500 38,500 38,500 

最 大 給 水 量 （ｍ
3
／日） 36,857 36,196 37,230 33,330 30,991 

平 均 給 水 量 （ｍ
3
／日） 30,342 30,739 29,661 26,111 24,406 

料 金 収 入 （千円／年） 228,611 228,202 229,562 228,981 228,375 

基 本 水 量 （ｍ
3
／年） 285,350,950 289,612,750 294,666,940 294,850,600 295,033,300 

使 用 水 量 （ｍ
3
／年） 209,058,408 212,635,113 216,865,542 215,205,588 215,019,350 

給 水 実 績 （ｍ
3
／年） 161,023,937 166,506,135 163,107,214 156,446,415 159,072,135 

給 水 能 力 （ｍ
3
／日） 911,500 911,500 911,500 911,500 911,500 

最 大 給 水 量 （ｍ
3
／日） 504,596 533,753 516,333 498,800 507,084 

平 均 給 水 量 （ｍ
3
／日） 441,161 456,181 445,648 428,620 435,815 

料 金 収 入 （千円／年） 4,993,067 5,107,561 5,185,689 5,179,866 5,192,706 

※ 料金収入は消費税および地方消費税抜き。

平成30年度平成29年度 令和元年度 令和３年度

合 計

北 伊 勢
工 業 用 水 道
事 業

中 伊 勢
工 業 用 水 道
事 業

松 阪
工 業 用 水 道
事 業

令和２年度単　位事業名 区　分



32

② 工業用水道料金の推移 （円/㎥）

年度

事業別

昭和 53～

55 年度

昭和 56～

58 年度

昭和 59～

61 年度

昭和 62 年度～

平成元年度

北
伊
勢
工
業
用
水
道

基本

料金

四・1～3 期 10.5 14.1 17.0 17.6

3 期代替 9.5 13.1 16.0 16.6

4 期 16.0 19.8 22.0 20.6

超過

料金

四・1～3 期 21.0 28.2 34.0 35.2

4 期 32.0 39.6 44.0 41.2

中

伊

勢

工
業
用
水
道

基本料金 13.5 17.7 21.2 22.3

超過料金 27.0 35.4 42.4 44.6

松

阪

工
業
用
水
道

基本料金 9.0 11.3 12.5 13.3

超過料金 18.0 22.6 25.0 26.6

(円/㎥)

年度

事業別

平成 2～

4 年度

平成 5～

11 年度

平成 12～

17 年度

平成 18 年度～

平成 21 年 12 月

平成 22 年 1 月

～平成 24 年度

平成 25 年～

  29 年度
平成 30 年度～

北

伊

勢

工
業
用
水
道

基本料金 16.5 17.0 17.0 17.0 15.5 14.5 14.5

使用料金 3.4 3.5 3.5 3.0 3.5 4.0 4.0

超過料金 39.8 41.0 41.0 40.0 38.0 37.0 37.0

中

伊

勢

工
業
用
水
道

基本料金 20.7 21.3 21.3 21.3 21.3 21.3 27.4

使用料金 1.8 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 2.0

超過料金 45.0 46.4 46.4 46.4 46.4 46.4 58.8

松

阪

工
業
用
水
道

基本料金 12.5 12.9 14.9 14.9 14.9 14.9 14.9

使用料金 1.5 1.6 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1

超過料金 28.0 29.0 32.0 32.0 32.0 32.0 32.0

※　平成２年度から料金体系の変更を実施。 



33

鈴鹿市

菰野町

いなべ市

亀山市

桑名市

木曽岬町

東員町

四日市市

北伊勢工業用水道事業概要図

弥富揚水機場

揖斐川
長良川

木曽川

員弁川

朝明川

海蔵川

三滝川

鈴鹿川

安永取水所安永取水所
山村

浄水場浄水場

伊坂伊坂
浄水場浄水場

大矢知加圧
ポンプ所
大矢知加圧
ポンプ所

沢地

浄水場

野代導水

ポンプ所

千本松原取水所

北勢水道事務所

長太加圧ポンプ所

※北中勢水道用水供給事業導水管（－－）

の一部を利用して配水

鈴鹿導水

ポンプ所

あのつ

配水池

※木曽川大堰より取水

津市

浄　水　場

川越町川越町

朝日町朝日町

配
垂坂配水池
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５ 「三重県企業庁経営計画（令和４年３月改定）」の概要

第１章 策定の趣旨

１ 目的

人口減少に伴う給水量の減少とともに、事業開始から長期間を経過し施設の更

新需要の増大が見込まれる中、東日本大震災の経験を踏まえた震災対策の充実が

求められるなど、事業運営に影響を及ぼす様々な環境変化にも的確に対応しなが

ら、将来にわたって県民のくらしの安全・安心や経済・産業の発展に貢献してい

くため、今後の経営の方向性や道筋を示すものとして「三重県企業庁経営計画」

を策定する。

２ 計画の位置づけ

三重県の戦略計画「みえ県民力ビジョン」の企業庁としての実行計画として位

置づけるとともに、総務省及び厚生労働省から策定を要請されている「経営戦略」、

「水道事業ビジョン」としても位置づける。

３ 計画期間

今後３０年から４０年程度先までの事業環境を見通したうえで、平成２９年度

から令和８年度までの１０年間の計画とする。

第２章 経営の基本

１ 経営理念（存在意義）

公共性と経済性を両立させたうえで、県民の日常生活や経済活動に欠くことの

できない広域的なサービスを将来にわたり提供することで、県民のくらしの安

全・安心の確保や地域経済の発展に貢献

２ ビジョン（将来の状態）

時代の要請に的確に応え、生活や産業の基盤として質の高いサービスを提供し、

県民から信頼される公営企業

３ ミッション（使命・担うべき役割）

・「安全」で「安心」できるサービスを提供

・「強靱」な体制で「持続」してサービスを提供

４ 経営にあたっての行動基軸

・安全・安心

・信頼とパートナーシップの構築

・コンプライアンスの推進

・健全な経営

・絶え間ない検証・改善

・環境保全と社会貢献

三
重
県
企
業
庁

経
営
計
画
の
概
要
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〇水道用水供給事業（令和４年３月改定時）

第３章 各事業の現状と課題 第４章 事業別の展開

【現状】

（事業の概要）

・北中勢及び南勢志摩水道用水供給事業の２事業を運営

・県内 29 市町のうち 18市町に水道用水を供給

・給水能力は日量 429,366 ㎥で、県全体の水道使用量の

約 30％を供給

（給水量・料金の状況）

・給水量実績は概ね横ばい傾向

・施設利用率は全体で約 49％

・内部留保資金を活用して支払利息を軽減することなどで

料金を低減化

・給水原価は、全国平均と比較すると高い状態

（施設管理・整備の状況）

・効率的な施設管理のため、浄水場の運転を遠方監視制御

するとともに、浄水場に職員を配置したうえで運転管理

等の業務を個別に民間委託

・活性炭処理設備の整備が完了

・浄水場などの主要施設や水管橋の耐震化を計画的に実施

・主要施設の浸水、土砂災害及び長時間停電への対策の検

討を推進

（水質管理の状況）

・水質管理情報センターへ水質担当職員を集約し、水質管

理や調査・研究の体制を強化

（財務の状況）

・損益は黒字基調で、令和２年度末の累積欠損金なし

・計画的な施設改良を実施する一方で、その財源に内部留

保資金を充当することなどで、長期債務残高が減少

・自己資金を堅実に確保し、経営の健全性を確保

【今後の課題】

・県民の水道に対する様々なニーズや改定された水質基準

への的確な対応

・南海トラフ地震などの大規模地震、近年多発する自然災

害、設備の老朽化に伴う更新需要への対応

・人口減少に伴う水需要減少の一方、施設の改良・更新に係

る費用の増大が見込まれる中での健全な事業運営の持続

経営目標 経営目標達成に向けた取組 成果指標

ア 安全でおいしい水の供給

（ア）適切な水質管理

・水源から市町受水地点までの水質を的確に把握し

水質検査結果を浄水処理工程にフィードバック

してきめ細かな浄水処理を実施

実績値

R3

目標値

R8

・水質基準適合率（％） 100 100

・総トリハロメタンの管

理目標値達成度（％）
100 100

・カビ臭物質※の管理目

標値達成度（％）
※ジェオスミン及び 2-MIB

の 2項目

100 100

・臭気強度の管理目標値

達成度（％）
100 100

（イ）水質管理の強化

（管理目標値の設定）

・県民の水道に対するニーズに対応し、「安全性」、

「味やにおい」の観点から総トリハロメタン、カ

ビ臭物質などについて、国の水質基準等より高い

レベルの管理目標値を設定し、水質管理を強化

イ 強靱な水道の構築

（ア）耐震化

・浄水場の浄水処理施設の耐震補強工事を計画的に

実施

・主要施設である調整池の耐震化を計画的に推進

・被害率の高い管路などを優先して、耐震管への布

設替え

・老朽化に伴う更新に合わせ耐震管への布設替え

実績値

R3

目標値

R8

・浄水場浄水処理施設

の耐震化率（％）
91.8 100

・調整池の耐震化率（％） 64.3 85.7

・管路の耐震適合率（％） 65.8 70.0

・設備の更新率（％） 51.6 100

・給水障害発生件数（件） 0 0

（イ）老朽化対策
・電気・機械設備については、定期的な点検整備や

劣化診断に取り組みつつ、効率的・効果的に更新

（ウ）施設の長寿命化

・適切な保守点検を行うとともに、安全性や経済性

をふまえつつ、損傷が軽微である早期段階で予防

的な修繕などを実施していくことで機能の保

持・回復を図る「予防保全型維持管理」を推進

（エ）風水害対策

・施設への被害が及ばないように対策の検討を進

め、受水市町と情報を共有し計画的に対策を実施

・長時間停電対策については、非常用発電設備を

72時間程度運転できる燃料を貯留することとし、

設備の更新に合わせ適切に対応

（オ）拡張事業（未整備分）
・長良川水系の取水・導水施設整備は関係者との連

携を図り、計画的かつ効率的に事業を執行

ウ 健全な事業運営の持続

（ア）アセットマネジメントに

よる適正な資産管理

・施設・財政の両面で健全な水道を次世代に引き継

ぐため、アセットマネジメント手法による中長期

的な視点を持った資産管理を実践 実績値

R3

目標値

R8

・給水原価（円／㎥） 106.8 115.0

・経常収支比率（％）
100

以上

100

以上

（イ）施設規模の適正化
・施設更新にあたっては、水需要に応じた合理的な

施設規模や配置などにより再構築

（ウ）広域連携
・受水市町などと検討体制を構築し、事業統合に限

らず、管理や施設の共同化など幅広い内容で検討

（エ）官民連携

・更なる効率的な事業運営に向け、性能評価発注な

どによる民間企業のノウハウ及び最新技術の活

用について検討

投資・財政計画（収支計画）

（注）・収益的収支は税抜き、資本的収支は税込みの金額です。

・H29～R2 年度までは決算額、R3 年度以降は見込額です。

・受託工事に係る収益・費用及び予備費は除いています。

・確保水源に係る経費を含んでいます。

・端数処理をしているため、合計が合わない場合があります。

【参考】建設改良費（単位：百万円）

H29～R2 計：13,835 R3～R8 計：29,937 総合計：43,772

（単位：百万円）
H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

8,976 8,933 9,039 8,978 8,895 8,902 8,903 8,893 8,894 8,866
8,576 8,594 8,868 8,606 8,740 8,865 8,732 8,765 8,859 8,882

400 340 172 372 155 37 170 128 35 △16
1,008 333 2,086 2,725 2,089 518 1,653 4,918 377 1,604
5,693 5,193 5,573 6,877 5,734 6,617 8,234 8,960 4,085 5,176

うち建設改良費 2,698 2,816 3,346 4,975 3,898 4,769 6,570 7,470 2,964 4,266
△4,685 △4,860 △3,487 △4,152 △3,645 △6,099 △6,580 △4,042 △3,708 △3,572
19,288 16,913 14,691 12,788 10,952 9,139 7,475 8,531 7,642 8,132
11,648 10,706 11,016 11,125 11,040 8,165 6,203 6,880 7,396 8,135

資本的収支差

内部留保資金

資本的
収　支

収　入
支　出

企業債残高

区分

収益的
収　支

収　益
費　用
純損益
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〇工業用水道事業（令和４年３月改定時）

第３章 各事業の現状と課題 第４章 事業別の展開

【現状】

（事業の概要）

・北伊勢、中伊勢及び松阪工業用水道事業の３事業を運営

・令和３年度当初で県内 92 社 105工場に工業用水を供給

・最大給水能力は日量 911,500 ㎥で、県全体の工業用水需

要量の約６割を供給

（給水量・料金の状況）

・給水量実績は僅かながら減少傾向

・令和３年度当初の契約率は、北伊勢 90％、中伊勢 44％、

松阪 100％

・経済情勢の変化などにより、実際に使用する水量と契約

水量がかい離

・内部留保資金を活用して支払利息を軽減することなどで

料金を低減化

（施設管理・整備の状況）

・浄水場の遠方監視制御、技術管理業務の包括的な民間委

託を導入するとともに、導入後もその効果を検証し、委

託範囲や委託期間の見直しを実施

・浄水場などの主要施設や水管橋の耐震化を計画的に実施

・配水管の布設替えの際は現状の需要量に応じた適正な管

径にするなど、施設規模を縮小

・契約水量の増量に対応するため、加圧ポンプ所や配水池

を整備する等、給水を安定化

・主要施設の浸水、土砂災害及び長時間停電への対策の検

討を推進

（財務の状況）

・損益は黒字基調で、令和２年度末の累積欠損金なし

・計画的な施設改良を実施する一方で、その財源に内部留

保資金を充当することなどで、企業債発行を抑制

・自己資金を堅実に確保し、経営の健全性を確保

【今後の課題】

・南海トラフ地震などの大規模地震、近年多発する自然災

害、設備の老朽化に伴う更新需要への対応

・施設の改良・更新に係る費用の増大が見込まれる中での健

全な事業運営の持続

経営目標 経営目標達成に向けた取組 成果指標

ア 強靱な工業用水道の構築

（ア）耐震化

・主要施設である浄水場の排水処理施設や配水池等

について耐震化

・重要度の高い主要幹線や布設年度が古い配水管路

などについて、老朽化対策として実施する管路更

新にあわせて管路を耐震化

実績値

R3

目標値

R8

・主要施設の耐震化率

（％）
77.6 89.8

・浄水場の耐震化率

（％）
100

100

(R3)

・制水弁の更新率

（％）
47.8 100

・管路の耐震適合率

（％）
63.5 66.9

・設備の更新率（％） 43.4 100

・給水障害発生件数

（件）
0 0

（イ）老朽化対策

・漏水などの事故時においてもユーザーへ大きな影

響を与えないよう、配水運用において重要な箇所

にある制水弁を優先して取替

・老朽化した管路のうち重要度の高い主要幹線など

を中心に更新

（ウ）施設の長寿命化

・適切な保守点検を行うとともに、安全性や経済性

をふまえつつ、損傷が軽微である早期段階で予防

的な修繕などを実施していくことで機能の保持・

回復を図る「予防保全型維持管理」を推進

（エ）風水害対策

・施設への被害が及ばないように対策の検討を進め、

計画的に対策を実施

・長時間停電対策については、非常用発電設備を 72

時間程度運転できる燃料を貯留することとし、設

備の更新に合わせ適切に対応

イ 健全な事業運営の持続

（ア）的確な水需要の予測

・既存ユーザーに対し定期的にアンケートを実施し

今後の水需要を的確に予測

・予測した水需要は、施設改良計画などに反映
実績値

R3

目標値

R8

・給水原価（円／㎥） 33.5 35.4

・年間給水量（百万㎥） 215 213

・経常収支比率（％）
100

以上

100

以上

（イ）アセットマネジメント

による適正な資産管理

・将来にわたって施設・財政の両面で健全で持続可

能な工業用水道を実現するため、アセットマネジ

メント手法による中長期的な視点を持った資産管

理を実践

（ウ）施設規模の適正化

・渇水などの危機管理への対応なども考慮のうえ、

総合的に必要な施設規模を検討し、適正規模で更

新

（エ）料金制度の最適化

・ユーザーとの意見交換を行いながら健全かつ安定

した事業運営を確保したうえでの新しい料金の仕

組みについて検討

（オ）官民連携

・浄水場などの技術管理業務の包括的な委託につい

て、引き続き導入効果を検証しながら、より効率

的な事業運営と競争性を高め効果的な民間委託と

なるよう検討

投資・財政計画（収支計画）

（注）・収益的収支は税抜き、資本的収支は税込みの金額です。

・H29～R2 年度までは決算額、R3 年度以降は見込額です。

・受託工事に係る収益・費用及び予備費は除いています。

・確保水源に係る経費を含んでいます。

・端数処理をしているため、合計が合わない場合があります。

【参考】建設改良費（単位：百万円）

H29～R2 計：22,093 R3～R8 計：29,320 総合計：51,413

（単位：百万円）
H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

5,586 5,754 5,771 5,763 5,775 5,764 5,786 5,706 5,699 5,675
5,174 5,322 5,420 5,422 5,595 5,755 5,734 5,682 5,668 5,668

411 432 352 341 180 10 52 24 31 7
2,414 4,142 5,099 3,355 1,947 2,387 3,016 3,409 2,723 3,321
5,806 7,957 8,404 5,665 5,385 6,360 5,862 6,362 5,709 6,303

うち建設改良費 3,679 6,691 7,158 4,565 4,362 5,332 4,715 5,157 4,539 5,215
△3,391 △3,816 △3,305 △2,310 △3,439 △3,973 △2,846 △2,953 △2,987 △2,982
11,724 14,000 17,373 19,209 19,786 20,552 21,737 23,386 24,557 26,187
8,889 7,931 7,506 8,005 7,269 5,685 5,701 5,693 5,690 5,690

区分

収益的
収　支

収　益
費　用
純損益

資本的
収　支

収　入
支　出

資本的収支差
企業債残高
内部留保資金
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〇電気事業（令和４年３月改定時）

第３章 各事業の現状と課題 第４章 事業別の展開

【現状】

（事業の概要）

・水力発電事業は民間譲渡し、ＲＤＦ焼却・発電事業を主

体とした電気事業を運営

・ＲＤＦ貯蔵槽爆発事故後に、施設の総点検及び安全運転

のための改修を行うとともに、維持管理体制の見直し、

「危機管理マニュアル」の整備などを実施

・平成 30 年７月に開催された三重県ＲＤＦ運営協議会総会

で「令和元年９月を軸に三重ごみ固形燃料発電所への

ＲＤＦの搬入を終了し、新たなごみ処理体制に移行す

る。」ことなどが決議

（ＲＤＦ受入量・供給電力量の状況）

・平成 14 年 12 月の運転開始から令和元年９月の運転終了

までに、製造団体からＲＤＦを約 75 万トン受け入れ、約

７億 9,500 万ｋＷｈの電力を桑名広域清掃事業組合及び

電気事業者へ供給

（施設管理の状況）

・三重ごみ固形燃料発電所でのＲＤＦ焼却・発電は令和元

年９月 17 日をもって終了

（財務の状況）

・水力発電事業、ＲＤＦ焼却・発電事業とも企業債の償還

を終了

・水力発電所の譲渡で得た資金は、電気事業会計内に留保

していたが、令和２年度に一般会計へ納付

【今後の課題】

・ＲＤＦ焼却・発電事業の円滑な終了に向け、関係市町及

び関係部局等と協議・調整を行い、ＲＤＦ焼却・発電施

設の撤去や事業の総括を実施

・電気事業の廃止

ＲＤＦ焼却・発電事業の円滑な終了に向けた取組

ア ＲＤＦ焼却・発電施設の

撤去
・周辺環境や安全対策等に十分配慮して、令和４年度中の完了に向けた取組を実施

イ 事業の総括
・環境政策の視点を含めた事業全体の検証を行うとともに、関係市町等からの意見も確認し、全ての業務が終了する段階で速やかに

最終的な総括が行えるよう、関係部局と連携

電気事業の廃止に向けた取組

・電気事業の廃止及び財産の引継ぎについて関係部局と連携

収支計画

（注）

・収益的収支は税抜き、資本的収支は税込みの金額です。

・H29～R2 年度までは決算額、R3 年度以降は見込額です。

・受託工事に係る収益・費用及び予備費は除いています。

・端数処理をしているため、合計が合わない場合があります。

（単位：百万円）
H29 H30 R元 R2 R3 R4

1,380 1,425 680 2 2 8
2,032 2,102 1,389 496 1,261 1,310
△652 △678 △709 △494 △1,260 △1,302

500 - 500 902 - -
0 - - - - -

うち建設改良費 0 - - - - -
500 - 500 902 - -

- - - - - -
9,169 8,654 8,485 3,119 1,851 500

収益的
収　支

内部留保資金

費　用
純損益
収　入
支　出

企業債残高

区分
収　益

資本的
収　支

資本的収支差
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〇各事業の展開を支える取組（令和４年３月改定時）

第３章 各事業の現状と課題 第４章 事業別の展開

【現状】

（経営基盤強化のための取組）

・抜本的な経営改善による事業内容の変化に対応した適正

な組織の改編と人員の配置

・企業庁職員のめざすべき姿の実現に向けて人材育成方針

を改定し、計画的な人材育成を実施

・各所属でＯＪＴにより技術継承を推進

・企業庁独自の非常参集体制の構築など危機管理の強化

・健全な財務運営と、確実かつ効率的な資金運用及び資金

管理

・ＩＳＯ９００１を活用した業務の継続的な改善による経

営の品質向上

・デジタル化による業務改善等を推進するための取組の検

討

（地域社会との信頼構築のための取組）

・ホームページ等の多様な媒体を活用した情報提供や市町、

ユーザーとの定期的な協議

・コロナ禍においても水道への理解を深めていただくため

の動画の公開

・浄水場の施設見学の受入れ、伊坂・山村ダム周辺を憩い

の場として開放するなどの地域貢献

・太陽光発電や小水力発電の導入、浄水場で発生する汚泥

の有効利用など事業活動における環境配慮

【今後の課題】

・事業の縮小や民間委託の導入拡大などにより現場経験を

積む機会が減少する中で、職員の技術力の維持・向上の

ための人材育成や技術継承

・大規模地震など今までに経験のない危機への的確な対応

・引き続きデジタル化による業務改善等を推進するための

取組の検討

・事業を取り巻く環境が変化する中での、地域社会との信頼

構築

経営目標 経営目標達成に向けた取組 活動指標

ア 経営基盤の強化

（ア）組織・定員・給与・

  人事管理

・柔軟で効率的・効果的な組織の整備

・業務量に応じた適正な定員管理

・職員の給与について適切な制度管理

・「企業庁職員育成支援のための人事評価制度」を活用した

人材育成・人事管理
実績値

R3

目標値

R8

・企業庁研修開催

時間数（時間）
77

65

以上

・危機管理マニュアル

等に基づく訓練の回

数（回）

79
70

以上

・資金運用状況※（％） 200
100

以上

※資金運用状況

年間平均運用金利÷年間平均普通預金金利

（イ）人材育成・技術継承

・ジョブローテーションによる人事配置

・ＯＪＴによる技術力の習得に加え、技術研修や財務研修、

危機管理研修などを計画的に実施

・業務上必要な資格・免許の取得支援

・企業庁職員として経験的に培ってきた技術や知識につい

て、ＯＪＴ手法を活用して確実に次世代の職員へ継承

（ウ）危機管理
・ライフラインを担う事業者として安定供給を行っていくた

めの危機管理を推進

（エ）資金・資産の管理・

  活用

・資金の元本の安全性と流動性を確保したうえで、確実かつ

効率的な運用

（オ）経営の品質向上

・業務の継続的改善に努め、将来にわたり安全で安定したサ

ービスを提供することによる顧客満足の向上

・ＩＣタグを利用した貯蔵品管理や点検業務支援端末の導入

の検討を継続

・ＡＩによる薬品注入の自動化や遠隔で自動検針が可能なス

マートメーターについても先進事例の調査等を行い、他の

新たなＩＣＴの技術動向にも注視しつつ今後の活用につ

いて検討

イ 地域社会との信頼構築

（ア）情報提供とコミュニ

  ケーション

・経営の透明性を高め、公営企業としての説明責任を果たす

ため、事業内容や経営に関する情報をホームページで公開

・市町やユーザーとの協議の場などを通じた事業内容等の積

極的な発信と対話による相互理解
実績値

R3

目標値

R8

・施設見学受入れ件数

（件）
0

120

以上

・コピー用紙使用量※

（％）
△2.3 △5

※コピー用紙使用量

平成 27 年度の使用量を基準とした削減率

（イ）コンプライアンス

・法令の遵守や、公正な職務の遂行など企業庁におけるコン

プライアンスを推進

・ＲＤＦ貯蔵槽爆発事故の教訓を生かすための取組を進め、

安全で安心、安定した事業運営を実施

（ウ）地域貢献
・浄水場の施設見学の受入れ、伊坂ダム及び山村ダムの周辺

施設の開放など、地域貢献を継続

（エ）環境配慮

・環境にやさしいオフィス活動、浄水場で発生する汚泥の有

効利用、省エネルギー対策、再生可能エネルギーの有効活

用など環境に配慮した事業活動を推進

第５章 計画の推進

１ 進行管理

各事業の経営目標ごとに設定した成果指標による進捗管理及びＰＤＣＡサイクルによる検証・改善

事業環境に新たな変化等が生じた場合は、必要に応じ計画内容を見直し

２ 外部からの意見聴取

市町、ユーザー、有識者など外部から事業の実施状況や経営状況についての幅広い意見を定期的に聴取
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�　企業庁の歩み６　企業庁の歩み
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電気事業関係 工業用水道事業関係 水道事業関係 組織、その他事業関係 参考事項

昭和59年 4月 ・料金改定

8月 ・職員福利厚生施設「い
なづま会館」開館

12月 ・多度工業用水道事業の
建設に着手

昭和60年 3月 ・「長期経営ビジョン」
を策定

4月 ・料金改定（水力） ・料金改定
・南勢水道用水供給事業
の暫定（鳥羽市、二見
町）給水を開始

6月 ・大和谷発電所の営業運
転開始

11月 ・「長期経営ビジョン」
に基づく第一次推進計画
を策定

昭和61年 4月 ・多度工業用水道事業の
一部給水を開始 ・企画開発課を設置

昭和62年 4月 ・料金改定（水力） ・料金改定

5月 ・南勢水道用水供給事業
の一部（明和町）給水を
開始

7月 ・南勢水道用水供給事業
の一部（伊勢市、松阪
市、鳥羽市、飯南町、二
見町、小俣町、度会町）
給水を開始

昭和63年 3月 ・「長期経営ビジョン」
に基づく第二次推進計画
を策定

4月 ・北勢水道用水拡張事業
の建設に着手
・南勢水道用水供給事業
の一部（玉城町）給水を
開始

・北勢水道事務所水沢建
設所を設置

平成元年 3月 ・青山高原保健休養地の
分譲を終了
・土地開発事業を廃止

4月 ・料金改定（水力） ・南勢志摩水道用水供給
事業（志摩系拡張）の建
設に着手

4月－消費税施行

12月 ・南勢志摩水道用水供給
事業の一部（勢和村）給
水を開始

平成2年 4月 ・蓮発電所の一部営業運
転を開始

・料金改定

平成3年 3月 ・蓮発電所の営業運転を
開始

4月 ・料金改定（水力） ・料金改定
・北伊勢工業用水道事業
の伊坂浄水場を無人化

・北勢水道用水供給事業
（三重用水系）の一部
（四日市市、菰野町）給
水を開始
・南勢志摩水道用水供給
事業（南勢系）の一部
（多気町）給水を開始
・北勢水道用水供給事業
の料金を、木曽川用水系
と三重用水系の二本立て
に設定

11月 ・「企業庁30年の歩み」
を発刊

12月 ・青田発電所の建設計画
が、電源開発調整審議会
の議を経て決定

平成4年 4月 ・青田発電所建設事務所
を設置

・南勢志摩水道用水供給
事業（志摩系拡張）の一
部給水を開始

平成5年 4月 ・料金改定（水力） ・料金改定 ・中勢水道拡張建設室を
設置

平成6年 3月 ・北勢水道用水供給事業
（三重用水系）の一部
（鈴鹿市）給水を開始

4月 ・中勢水道拡張建設事務
所を設置

年　月

・工業用水道条例の全部
改定
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514-8570 13

(059)224-2822

裏表紙写真　右
左
「多気浄水場全景」
「四日市市の工業地帯」




